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【公報種別】特許法第１７条の２の規定による補正の掲載
【部門区分】第７部門第２区分
【発行日】平成24年5月17日(2012.5.17)

【公開番号】特開2010-232225(P2010-232225A)
【公開日】平成22年10月14日(2010.10.14)
【年通号数】公開・登録公報2010-041
【出願番号】特願2009-75207(P2009-75207)
【国際特許分類】
   Ｈ０１Ｆ   1/24     (2006.01)
   Ｈ０１Ｆ  27/255    (2006.01)
   Ｂ２２Ｆ   1/00     (2006.01)
   Ｂ２２Ｆ   1/02     (2006.01)
   Ｂ２２Ｆ   3/00     (2006.01)
   Ｃ２２Ｃ  19/03     (2006.01)
   Ｃ２２Ｃ  19/07     (2006.01)
   Ｃ２２Ｃ  38/00     (2006.01)
【ＦＩ】
   Ｈ０１Ｆ   1/24    　　　　
   Ｈ０１Ｆ  27/24    　　　Ｄ
   Ｂ２２Ｆ   1/00    　　　Ｅ
   Ｂ２２Ｆ   1/02    　　　Ｅ
   Ｂ２２Ｆ   1/00    　　　Ｙ
   Ｂ２２Ｆ   3/00    　　　Ｂ
   Ｃ２２Ｃ  19/03    　　　Ｅ
   Ｃ２２Ｃ  19/07    　　　Ｃ
   Ｃ２２Ｃ  38/00    ３０３Ｓ
   Ｃ２２Ｃ  38/00    ３０３Ｔ

【手続補正書】
【提出日】平成24年3月23日(2012.3.23)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　軟磁性材料で構成された粒子状のコア部と、該コア部を覆うように設けられた絶縁性材
料で構成された被覆部とを有し、
　前記被覆部は、前記コア部に対して、前記絶縁性材料の粒子を機械的に押圧して形成さ
れたものであり、
　前記絶縁性材料の前記粒子の平均粒径は、前記コア部の平均粒径の２５～６０％である
ことを特徴とする絶縁物被覆軟磁性粉末。
【請求項２】
　前記コア部の平均粒径は、３～５０μｍである請求項１に記載の絶縁物被覆軟磁性粉末
。
【請求項３】
　前記軟磁性材料は、Ｆｅ系合金である請求項１または２に記載の絶縁物被覆軟磁性粉末
。
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【請求項４】
　前記絶縁性材料は、無機材料である請求項１ないし３のいずれかに記載の絶縁物被覆軟
磁性粉末。
【請求項５】
　前記コア部は、水アトマイズ法により製造された粒子であって、そのタップ密度は前記
コア部の真密度に対して４５％以上であり、
　前記絶縁性材料は、１００～５００℃の軟化点を有するガラス材料であり、
　前記押圧は、前記コア部と前記絶縁性材料の前記粒子との混合物を、同一の容器内で、
加圧しつつ撹拌することにより行われたものであり、
　前記被覆部は、前記絶縁性材料の粒子がその原型を維持しつつ、該粒子の表面が前記コ
ア部の表面に融合してなるものである請求項１ないし４のいずれかに記載の絶縁物被覆軟
磁性粉末。
【請求項６】
　軟磁性材料で構成された粒子状のコア部と、該コア部を覆うように設けられた絶縁性材
料で構成された被覆層とを有し、
　前記被覆層は、前記コア部と前記コア部より小径の前記絶縁性材料の粒子との混合物を
、同一の容器内で、加圧しつつ撹拌することにより、前記コア部に対して前記絶縁性材料
の粒子を機械的に固着させて形成されたものであって、前記絶縁性材料の粒子がその原型
を維持しつつ、その表面が前記コア部の表面に融合してなるものであり、
　前記絶縁性材料は、１００～５００℃の軟化点を有するガラス材料であり、
　前記絶縁性材料の粒子の平均粒径は、前記コア部の平均粒径の１～６０％であり、
　前記コア部のタップ密度は、前記コア部の真密度に対して４５％以上であり、
　前記コア部の平均粒径は、３～５０μｍであり、
　前記コア部は、水アトマイズ法により製造されたものであり、
　前記軟磁性材料は、Ｆｅ系合金であることを特徴とする絶縁物被覆軟磁性粉末。
【請求項７】
　請求項１ないし６のいずれかに記載の絶縁物被覆軟磁性粉末とバインダーとの混合物を
、加圧・成形して成形体を得た後、該成形体中の前記バインダーを硬化させてなることを
特徴とする圧粉磁心。
【請求項８】
　請求項７に記載の圧粉磁心を備えたことを特徴とする磁性素子。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０００８
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０００８】
　上記目的は、下記の本発明により達成される。
　本発明の絶縁物被覆軟磁性粉末は、軟磁性材料で構成された粒子状のコア部と、該コア
部を覆うように設けられた絶縁性材料で構成された被覆部とを有し、
　前記被覆部は、前記コア部に対して、前記絶縁性材料の粒子を機械的に押圧して形成さ
れたものであり、
　前記絶縁性材料の前記粒子の平均粒径は、前記コア部の平均粒径の２５～６０％である
ことを特徴とする。
　これにより、表面を絶縁物で被覆してなり、長期にわたって渦電流損失が小さい圧粉磁
心を製造可能な絶縁物被覆軟磁性粉末が得られる。
【手続補正３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０００９
【補正方法】削除
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【補正の内容】
【手続補正４】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１２
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正５】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１３
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１３】
　本発明の絶縁物被覆軟磁性粉末では、前記コア部は、水アトマイズ法により製造された
粒子であって、そのタップ密度は前記コア部の真密度に対して４５％以上であり、
　前記絶縁性材料は、１００～５００℃の軟化点を有するガラス材料であり、
　前記押圧は、前記コア部と前記絶縁性材料の前記粒子との混合物を、同一の容器内で、
加圧しつつ撹拌することにより行われたものであり、
　前記被覆部は、前記絶縁性材料の粒子がその原型を維持しつつ、該粒子の表面が前記コ
ア部の表面に融合してなるものであることが好ましい。
　これにより、極めて微小な粉末を効率よく製造することができる。また、得られる粉末
の各粒子の形状が真球に近くなるため、コア部の転動容易性が向上し、コア部表面の全体
にわたって絶縁性材料の粒子を均一に固着させ、均一な被覆部を成膜することができる。
　また、コア部のタップ密度が真密度の４５％以上であることにより、コア部の流動性が
高くなり、コア部の転動容易性が高くなる。その結果、コア部表面の全体にわたって絶縁
性材料の粒子を均一に固着させ、均一な被覆部を成膜することができる。
　また、絶縁性材料が前記ガラス材料であることにより、コア部に対して絶縁性材料の粒
子を機械的に固着させる際に、絶縁性材料の粒子の表面が軟化し、この粒子をコア部の表
面に隙間なく固着させることができる。その結果、被覆部とコア部との間に隙間が生じず
、長期耐久性および磁気特性に優れた絶縁物被覆軟磁性粉末が得られる。
　また、絶縁性材料の粒子がその原型を維持していることから、被覆部は、部分的に薄く
なったりすることなく、均一な厚さになり易い。
【手続補正６】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１４
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１４】
　本発明の絶縁物被覆軟磁性粉末は、軟磁性材料で構成された粒子状のコア部と、該コア
部を覆うように設けられた絶縁性材料で構成された被覆層とを有し、
　前記被覆層は、前記コア部と前記コア部より小径の前記絶縁性材料の粒子との混合物を
、同一の容器内で、加圧しつつ撹拌することにより、前記コア部に対して前記絶縁性材料
の粒子を機械的に固着させて形成されたものであって、前記絶縁性材料の粒子がその原型
を維持しつつ、その表面が前記コア部の表面に融合してなるものであり、
　前記絶縁性材料は、１００～５００℃の軟化点を有するガラス材料であり、
　前記絶縁性材料の粒子の平均粒径は、前記コア部の平均粒径の１～６０％であり、
　前記コア部のタップ密度は、前記コア部の真密度に対して４５％以上であり、
　前記コア部の平均粒径は、３～５０μｍであり、
　前記コア部は、水アトマイズ法により製造されたものであり、
　前記軟磁性材料は、Ｆｅ系合金であることを特徴とする。
【手続補正７】
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【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００８８
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００８８】



(5) JP 2010-232225 A5 2012.5.17

【表１】
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